
（別紙１） 

主な変更内容

１ 託送料金の見直し 

（１）「発電側課金」の導入

国の審議会において、2024年度から発電側課金を導入すると整理されたことを

踏まえ、発電者に向けた託送料金（発電側料金）を新たに設定しました。 

発電側課金は、電力系統の効率的な利用を促すとともに、再生可能エネルギー

の導入拡大等に向けた送配電設備の維持・拡充を効率的かつ確実に行う観点から、

託送料金の一部を系統利用者である発電者に直接ご負担いただく（注１）（注２）制度 

です。 

なお、発電側課金は、これまで小売電気事業者に全てご負担いただいていた  

託送料金の一部を発電者にご負担いただくものであり、発電側課金の導入により、

当社の収入が増加するものではありません。

【参考】費用負担のイメージ 

出所：発電側課金の導入について 中間とりまとめ

（2023年４月 電力・ガス取引監視等委員会 制度設計専門会合） 

（２）見直し内容

発電側課金の導入に伴い、託送料金について、発電側料金と、小売電気事業者

に向けた託送料金（需要側料金）に区分のうえ、見直しを行いました。各料金の 

１kWhあたりの平均託送料金は、以下のとおりです。

見直しにあたっては、本年11月に変更承認を受けた託送供給等に係る収入の 

見通し（2023年11月24日お知らせ済み）を反映しました。 

https://www.energia.co.jp/nw/press/2023/15040.html


【見直し前後の託送料金平均単価※】       

（税抜） 

 見直し前 見直し後 差 

発電側 － 0.50円 － 

需

要

側 

低 圧 9.63円 9.28円 ▲0.35円 

高 圧 4.75円 4.39円 ▲0.36円 

特別高圧 2.07円 1.81円 ▲0.26円 

全 系 5.53円 5.20円 ▲0.33円 

※ 2024～2027年度の平均値。 

 
２ 主な供給条件の見直し 

発電側料金に係る契約、料金の算定・支払い等の供給条件を新たに設定すると  

ともに、主に以下の見直しを行いました。 

（１）制限中止割引の廃止 

自然災害などの原因で一定時間以上の停電があった場合に実施している需要側

料金の割引（制限中止割引）について、業務運営の効率化等を図る観点から、2024

年度末までの準備期間を挟んだ上で、2025年度から廃止します。 

（２）託送供給に係る損失率の見直し 

託送供給に係る損失率を、過去３年分の実績平均値に見直します。 

【見直し前後の損失率】 

 見直し前 見直し後 

低 圧 8.0％ 7.7％ 

高 圧 4.8％ 4.4％ 

特別高圧 2.7％ 2.5％ 

 

（注１）次の電源等を除き、電力系統に接続し、かつ電力系統側に電気を流す全ての電源等を

課金対象とする。 

・ 最大受電電力が10kW未満の電源等については、当面の間、課金対象外（ただし、  

電力系統側への電気の流れが10kW以上を記録した場合は課金対象）。 

・ 制度開始までに再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法の認定

を受けた電源については、調達期間/交付期間内においては、課金対象外。 

（注２）電源が送配電設備費用に与える影響を踏まえた割引を設定する。 

 

以 上 




